

昭和61年版 大阪経済白書 の概要

─ソフト化をめざす大都市産業─


　　「大阪経済白書」は、大阪の経済構造・産業活動や労働分野における中長期的な課題を明らかにするとともに、大阪経済の前年の景気動向や府内の労働情勢を把握し、企業経営における方針の作成や地域の産業･労働政策の検討に資することを目的に作成しております。以下は昭和61年版の概要です。



【要約】 

第１部　昭和60年の大阪経済

◆大阪経済は景気拡大テンポが鈍化
・　大阪府下の景気は60年に入って引き続き拡大基調を辿ったものの、輸出の増勢鈍化や個人消費支出の伸び悩みから、年後半にその拡大テンポは鈍化した。
　輸出は年前半において順中に推移したものの､後半において米国景気の停滞や９月下旬以降の円高傾向などから増勢鈍化が目立ち､10～12月期には円ベースで前半水準を下回った。
　一方、内需では、民間設備投資が大企業､中小企業ともに堅調な動きを示したほか、住宅建設は貸家を中心に好調であった。公共投資は大型工事発注増から底堅い動きを示した。しかし、個人消費支出は､勤労者収入が伸び悩んだことや貯蓄志向の高まりから、勤労者家計の消費支出は引き続き盛り上がりを欠いた。
　したがって、工業生産は微増にとどまり、雇用も７～９月期にかけて緩やかな改善傾向を示したあと、10～12月期に求人の伸び悩みからその改善は一服となった。
　また、金融面では､企業や個人の資金運用方法と調達方法の一層の多様化が進む一方、従来型の預貯金は伸び悩んでおり、また、貸出面では､全国銀行の中小企業向け融資拡大もあって､金融機関の間で格差が増大しつつある。
　企業倒産は、大型倒産の発生から負債総額に増加が目立ったものの､件数で前年を下回り、全体には落ち着いた動きとなった。
　このように、大阪経済は59年に引き続き60年も拡大基調を辿ったが、その拡大テンポは年後半に鈍化し、全国や近畿との比較においても一層緩やかなものとなった。
・　中小企業の景気をみると、60年前半は引続き拡大基調を維持したものの､そのテンポは次第に緩やかなものとなり､後半以降は足踏み状態で推移した。
　業種別にみると、59年において好調に推移した輸出関連業種は米国における景気停滞から60年春以降、増勢が鈍化し、秋以降は円高の影響も加わって足踏み傾向を強めた。また、設備投資関連業種では、このような輸出動向の影響を間接的に受けつつも、堅調を持続した。一方、消費財関連業種は概ね底堅く推移したものの､業種間･品種間でバラツキがみられ、また、建設関連業種は総じて弱含み傾向のまま推移した。
　さらに、企業収益は60年後半以降、改善一服となったが、概ね底堅さを持続した。
　こうしたなかで、円高による輸出関連業種への影響をみると、各企業とも年内は受注残を確保していたこと等から出荷面には大きな影響をはみられなかった。しかし、61年に入って、２月以降は円高傾向が一層強まったため、ほとんどの業種で新規成約は困難となった一方、為替差損の発生などから業況が悪化した。
　このため、各企業ではコストダウン､国内販売先の開拓などに取り組んでいるが､大阪府としても、地域産業(不況)対策資金融資の対象業種拡大（60年11月、61年４月）、円高緊急対策室の設置（61年３月）、緊急経営安定対策資金融資制度の設置（61年４月）などの対応策を講じた。

第２部　ソフト化をめざす大都市産業

◆サービス化・ソフト化が進む大阪経済
・　近年、大阪経済においては、サービス化･ソフト化が進展している。すなわち、サービス業を中心とする第３次産業就業者数や、生産額の全産業に占めるウエイトが、それぞれ60％（昭和55年）、70％（58年度）を超えている。また、個々の企業内部でも研究開発､企画･調査､情報収集・処理など、創造的なソフト業務の重要性が高まることによって間接部門のウエイトが増大しており、その中でも専門的･技術的職業に従事するソフト的職業従事者数の増加が目立っている。
・　こうしたサービス化･ソフト化の進展している要因として､次のようなことが考えられる。すなわち需要面では､生活水準の向上、自由時間の増大､高学歴化､高齢化などを背景に、人々の生活意識は量より質､物より心の豊かさを求めるようになってきている。こうした中で消費者ニーズの個性化･多様化とともに、サービスおよびソフト性の高い商品を求める動きが強まっている。
・　一方産業側においても、以上のような需要構造の変化に対応するとともに、新しい技術革新、情報化の波が押し寄せてきている中で、企業競争以上､これに主体的に取り組みつつ､より高機能な製品、より高品質なサービスを提供することに努力していることも重要な要因となっている。
◆ソフト型構造を指向する大阪工業
・　近年、大阪工業においては、社会･経済環境が変化する中で、経営の様々な面でソフト化への対応を進めている。まず製品面では、大量タイプ品の割合を減らし、多品種・少量・短サイクルタイプ品や一品注文タイプ品、試作品・見本品等の生産割合を増やしている。また、内容的にも、在来タイプ品主体から機能やデザイン（感性）等をより重要視したソフト型製品の開発、生産へと徐々に移行しつつあり、さらに“融業化”の動きもみられる。
・　次に経営面では、直接部門､間接部門を問わず、ソフトな業種を重要視する企業が増加してきている。
　すなわち、生産現場における治具や機械装置の改良･改造･開発、新製品開発、企業文化の充実に努める等の動きが強まっている。また、間接業務の質的向上、効率化をはかるために、対事業所サービス業の有効利用を含めソフトな業務を重要視している企業は、総じて高い成長を遂げており、こうした対応が、これからの企業経営にとって重要なことを示している。
・　他方、研究開発に特化した研究開発型企業に典型的にみられるように、中堅･中小企業においても、直接部門より間接部門の従業者数の方が多い、「ソフト型企業」が生成､増加してきている。
・　以上のような動きを一層促進し､ソフト型構造をめざすことが、今後の大阪工業の課題となっており、そのためには､(1)人材の確保･開発、(2)製品･技術の研究開発機能の拡充･強化､(3)多品種･少量・短サイクル生産システムの構築、(4)異業種企業との交流、(5)専門的な対事業所サービス業の有効利用、等が重要である。
◆創造型小売業をめざして
・　大阪の小売商業は、60年商業統計調査でみるとその商店数や従業者数が減少した。この原因として、人口、世帯数、所得の伸び悩みによる需要の伸びの鈍化や消費に占めるモノのウエイトの低下、あるいは、各業種、各業態内部および業種、業態間での競争の激化や、さらには、他産業の無店舗販売への参入など、新たな競争相手の出現といったことが考えられ、厳しい時代を迎えている。
・　業種別にみると、飲食料品小売業が低迷する一方、各種商品小売業の伸長が目立ち､業種別ではミニスーパーやコンビニエンスストアといった特定の業態が大きく伸びているなど､業種や業態によって格差が生じている。さらに、同じ業種や業態の中でも販売額を伸ばしているところ（高成長商店）と、そうでないところ（低成長商店）との企業間格差が拡大しつつある。
・　そこで高成長商店のとった対応をみると、小売業にとっての基本的機能である仕入･販売などのハード部分だけでなく、そうした基本的機能を支える機能としての情報収集、サービス提供などのソフト部分の充実に努めている。
・　今後､中小小売業が発展していくためには、第１に情報機器の導入により、必要とする情報を収集・加工･分析し、新しい情報を創出するとともに、これを卸売業やメーカー等の川上部門および消費者へ積極的に提供していくことである。また第２には、消費者ニーズの個性化･多様化や、消費行動の変化に対応して､新しい業態を開発することであり、第３には自らの立地環境を向上させるために、消費者の生活面におけるさまざまなニーズやアメニティ（快適さ）を満たすことなど、ソフト面を重視した街づくりに積極的に参画していくことである。すなわち、ソフト部分の充実を一層押し進め、情報､業態の創造型になることが望まれる。
・　このためには、(1)創造性豊かな人材の育成、(2)組織化の推進ならびに共同事業の拡充強化、(3)生産者､卸売業者、消費者などの関連団体との交流の強化、(4)指導機関の育成･強化が重要となる。
◆拡大する対事業者サービス業の役割と課題
・　近年の大阪のサービス業は､事業者数、従業者数、生産額が、他産業を上回る伸びを示すなど、総じて着実な成長を遂げて来ているが、中でも対事業者サービス業の成長が目立っている。
・　対事業所サービス業の現状をみると、各業種ともその技術･品質を高め、専門サービスの質的高度化をはかり、コストダウンに努めて来ている。さらに、顧客のニーズが複合的･総合的なサービスを求めていることもあって､各業種では、基本的なサービス業務を中心に関連するソフトな分野へと業務分野を拡充してきており、対事業所サービス業の融業化が進みつつある。
・　それに伴い対事業所サービス業においては､同業者間あるいは顧客の内製部門との間においてのみならず、業種間における競争が強まって来ている。と同時に、サービス業務の効率化や新事業開発等のために、顧客および異業種の対事業所はサービス業企業が相互に協調する動きがみられる。
・　対事業所サービス業は、成長性が高く、雇用吸収力が大きいだけではなく、高次専門サービスの提供､コストの低減、能力補完等の機能を通じて、製造業や卸小売業のほか各産業の間接業務の質的向上並びに効率化に寄与している。
・　今後、さらに新しい時代の顧客ニーズの変化に柔軟に対応して、まず技術･品質のレベルアップや専門性の一層の追求とともに、複合的・総合的なサービスの開発力及び営業力を強化することが､重要な課題となっている。そのため、(1)人材の開発、(2)異業種企業との交流、(3)新しい技術革新の成果を取り入れるなどの対応が重要である。
　また、当産業に対する評価や認識が必ずしも十分でないため、当産業のＰＲ等について組織的活動の強化が重要となっている。


むすび
◆景気の現状と課題
･　昭和60年の大阪経済は、輸出の増勢が弱まった一方、内需面では､民間設備投資が底堅く推移したものの、個人消費が伸び悩んだこと等から、年後半には景気拡大テンポが鈍化した。したがって、工業生産は微増に止まり､業種間格差も依然目立っている。
・　こうした中で､61年に入って円高の影響等により中小輸出関連業種では､景況面で厳しさが増し、当面の対策として国内販売先の開拓やコストダウン等に取組んでいるが、長期的な対策として、ソフト型企業への取組みの強化が重要な課題となっている。
◆ソフト化をめざす大阪産業と今後の課題
・　一方、近年の大阪産業をみると、新しい技術革新の動きや情報化の進展、需要面における消費生活のサービス化・ソフト化等の社会・経済環境の変化に対応した新しい動きがみられる。
・　すなわち、大阪産業は､高度成長時代における画一的で大量生産､大量販売に適合した構造から、多品種･少量･短サイクルの生産、販売に適合するなど、ソフト型の産業構造への移行過程にある。また、各企業においても、定型的で日常的な業務よりも、非定型的で知的ないし創造的な､ソフトな業務を重要視する企業が増えつつある。
・　今後､大阪産業が新しい時代においてさらに発展していくためには、こうした方向を一層伸ばしていくことが､緊要な課題といえる。そのためには、研究開発型企業や対事業所サービス業等ソフトな産業を育成し､高度情報化に対応するとともに、基礎的な研究を重視しつつ、異業種企業との幅広い交流･協力関係を形成していく必要がある。さらに、研究開発要員､情報関係技術者（システムエンジニア等）、営業販売企画要員、生産技術者等のソフトな人材の開発が不可欠である。そして、経済社会のソフト化の潮流の中で､大阪産業としては、文化はソフトな産業インフラであるとの認識の下で､文化を育んでいくことも重要といえよう。

